
徳島県企業版ふるさと納税マッチング支援業務委託プロポーザル募集要項 

 

１ 目的 

 本要項は、地方公共団体が行う地方創生事業に対し寄附を行った企業に、税負担の軽減措置

が与えられる企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）について、徳島県（以下「県」とい

う。）の地方創生の充実・強化を図るため、企業版ふるさと納税による寄附を行う見込みのある

企業（以下「寄附見込企業」という。）への働きかけを行い、寄附を促進し、寄附額の向上を図

るために必要な業務を委託する事業者を公募型プロポーザル方式で選定するに当たり、必要な

事項を定めるものとする。 

 

２ 業務概要 

（１）業 務 名  

徳島県企業版ふるさと納税マッチング支援業務 

（２）業務内容  

別添「徳島県企業版ふるさと納税マッチング支援業務に係る仕様書」のとおり 

（３）契約期間  

契約締結日から令和９年３月３１日（水）まで 

（４）委 託 料  

本業務については委託料の算定は成果報酬型によるものとし、委託事業者が徳島県に対 

し、寄附見込企業を紹介して寄附受領に至った場合、次の計算式で算出した委託金額を 

支払うものとする。 

・寄附金額×委託料率 （※１円未満の単位は切り捨てとする） 

・委託料率は 20％以内（消費税及び地方消費税は別）とする 

・上記金額に消費税及び地方消費税を加算した額とする  

（５）本業務における上限額 

11,000千円（消費税及び地方消費税を含む。） 

※この金額は、本業務における委託料の上限額であり、契約時の予定価格ではない。 

※委託契約の相手方が複数の場合は、すべての相手方に対する支払総額の上限とする。 

※なお、受託者は、3か月毎に業務が完了したものについて、委託業務実績報告書とと 

もに県に請求することとする。なお、業務完了基準は、期間内に寄付申出書が提出され 

県への入金が完了しているものを対象とする。 

  



３ 参加資格 

企画提案に参加する者は、次に掲げる要件を全て満たしていること。 

（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

（２）徳島県物品購入等に係る指名停止等措置要綱に基づく指名停止の措置を受けていないこ 

と。 

（３）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２ 

条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成 

員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者（以下｢暴力 

団の構成員等｣という。）でないこと。 

（４）暴力団又は暴力団の構成員等の統制の下にある者でないこと。 

（５）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法（平

成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立て、又は破産法（平成 16 年法律第 75

号）に基づく破産手続開始の申立てがなされた者でないこと。ただし、会社更生法に基づく

更生手続開始の申立て又は民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがなされている者で

あっても、更生計画の認可の決定又は再生計画の認可の決定が確定した者については、当該

申立てがなされていない者とみなす。 

（６）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号）第３条又は 

第８条第１項に違反するとして、公正取引委員会又は関係機関に認定されていないこと。も

しくは行政処分等を受け２年を経過したこと。 

（７）労働基準法をはじめとする労働関係法令を遵守していること。 

（８）役員（法人の監査役及び監事を含む。）のうちに、次のいずれかに該当する者がいる法

人でないこと。 

① 成年被後見人又は被保佐人 

② 破産者で復権を得ない者 

③ 拘禁刑、懲役又は禁固の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受

けることがなくなった日から２年を経過しない者 

④ 暴力団の構成員等 

（９）特定の政治活動又は宗教活動等を主たる目的とする団体、公序良俗に反する等適当でな

いと認められる者でないこと。 

（10）徳島県税及び国税の滞納をしている者でないこと。  

（11）直近３年以内に他の地方公共団体で類似業務の受託実績を有するものであること。 

 

４ スケジュール 

内容 期日 

公募開始（公告日） 令和８年７月２１日（火） 

質問書受付締切 令和８年７月２９日（水）午後５時 

質問書回答 令和８年８月 ４日（火） 



参加表明書の提出締切 令和８年８月 ７日（金）午後５時 

企画提案書の提出締切 令和８年８月２１日（金）正午 

書面審査、審査結果の通知 令和８年８月下旬 

契約締結 令和８年９月上旬 

 

５ 参加手続 

（１）担当部署及び問い合わせ先 

〒770-8570 

徳島県徳島市万代町１丁目１番地 

徳島県経済産業部商務戦略課 

TEL：088-621-2012 FAX：088-621-2897 

Mail： syoumusenryakuka@pref.tokushima.lg.jp 

（２）参加表明書の提出  

① 提出書類及び部数 各１部  

ア 参加表明書（様式１） 

イ 実績調書（様式２） 

ウ 登記事項証明書 

エ 法人税、消費税及び地方消費税の納税証明 

オ 徳島県税の滞納がないことの証明（本県の課税事業者のみ） 

カ 直近２事業年度の決算書 

※ウ～オの書類は発行日から３ヶ月以内のものであること。 

② 提出期限：令和８年８月７日（金）午後５時必着 

※提出期限後に到着した応募書類は無効とする。 

③ 提出場所：（１）に同じ。 

④ 提出方法：持参又は郵送（書留郵便に限る。） 

（３）企画提案書の提出  

① 提出書類及び部数 

ア 企画提案書提出届（様式３） １部 

イ 企画提案内容が分かる書類  ９部 

 ※「徳島県企業版ふるさと納税マッチング支援業務仕様書」の「４ 業務の概要」及び 

「５ 業務の内容」に記載の業務について記載すること。 

 ※Ａ４サイズ、カラー片面刷り、１６ページ以内で作成すること（縦横は不問）。 

ウ 会社概要（様式４） ９部 

エ 業務執行体制（様式５） ９部 

オ 見積書（様式６） ９部 

② 提出期限：令和８年８月２１日（金）正午必着 

※提出期限後に到着した応募書類は無効とする。 



③ 提出場所：（１）に同じ。 

④ 提出方法：持参又は郵送（書留郵便に限る。） 

（４）企画提案書の作成方法  

「徳島県企業版ふるさと納税マッチング支援業務に係る仕様書」のとおり。 

なお、真に必要な場合を除き、個人の情報及びこれらを類推できるような事項を記載し 

ないこと。  

（５）提出された応募書類の取扱い  

① 提出された企画提案書は、本プロポーザル手続における契約の相手方の候補者の選定以外 

の目的では使用しない。ただし、公文書公開請求があった場合は、徳島県情報公開条例に基 

づき取り扱うこととする。 

② 提出のあった企画提案書は、選考を行う作業に必要な範囲において、複製を行うことがあ 

る。 

③ 提出された応募書類は返却しない。 

④ 企画提案書の著作権は、提案者に帰属する。 

⑤ 企画提案書に含まれる著作権、特許権など日本国の法令に基づいて保護される第三者の権 

利の対象となっているものを使用した結果、生じた責任は提案者が負う。 

 

６ 質問・回答  

（１）受付期間：公募開始日から令和８年７月２９日（水）午後５時必着  

（２）質問方法：質問書（様式７）に質問事項を記載し、電子メールにより５（１）に提出す

ること。また、電子メールを送信した後に、送信した旨の電話をすること。  

（３）回答日時：令和８年８月４日（火）  

（４）回答方法：質問書への回答は県ホームページ上に当該回答内容を公開するものとする。 

        ただし、質問及び回答の内容が質問者の具体的な提案事項に密接に係るもの

については、質問者に対してのみ回答する。  

７ 審査方法及び評価基準 

（１）評価基準  

別紙２「評価基準」のとおり 

（２）審査方法  

提出された企画提案書の内容について、徳島県企業版ふるさと納税マッチング支援業務委

託候補者選定委員会（以下「選定委員会」という。）が別紙「評価基準」に基づいて評価

し、評価点が満点の５割以上を満たした企画提案を行った者を契約候補者として選定する。 

なお、条件を満たす者が３者を超えた場合には、評価点の高い者から３者を選定し、評価

点が同点の場合には、見積書の金額が安価な者を契約の相手方の候補者として選定する。 

（３）その他  

次に掲げる事項に該当する者は、失格とする。  

① 提出した書類に虚偽の内容を記載した場合  

② 本募集要項に示した企画提案書等の作成及び提出に関する条件に違反した場合  



③ 見積書の金額が、２（４）（５）の委託額を超える場合  

④ 県の示す仕様を満たさない提案を行った場合  

⑤ 評価の公平性に影響を与える行為があった場合  

⑥ 評価に係る外部有識者に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めた場合  

⑦ その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行った場合 

 

８ 選定結果の通知・公表  

選定結果は、審査を受けた応募者の全てに対し、文書により通知するとともに県のホームペ

ージにおいて公表する。 

 

９ 契約手続  

（１）契約交渉の相手方に選定された者と県との間で、委託内容、経費等について再度調整を 

行った上で協議が調った場合、委託契約を締結する。  

（２）契約保証金については免除する。  

（３）選定された候補者が、特別な事情等により契約を締結しない場合は、その理由を記載し 

た辞退届を提出すること。なお、この場合、次順位者を候補者とする。  

 

１０ その他  

（１） 参加表明書の提出後に辞退する場合は、書面により届け出るものとする。  

（２）企画提案書については、１者につき１提案に限る。 

（３）参加表明書を提出した後、県が必要と認める場合は、追加書類の提出を求めることがあ 

る。  

（４）企画提案書を提出した後、企画提案書及び見積書等の差替、訂正、再提出をすることは 

できない。ただし、県から指示があった場合を除く。  

（５）提出書類の作成、提出等に要する経費は、参加者の負担とする。  

（６）書類等の作成に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本円、日本の標準時及び計量 

法（平成４年法律第51号）に定める単位とする。  

（７）受注者は、業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。 

   ただし、契約業務の一部を委託する場合について、県の承諾を得た場合は、この限り 

ではない。 


